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●法務部門の担当者が、憲法適合性の観点から、既にある条例を適正に運用
でき、今後策定する条例を適正に作成できるようになるため、法的思考力、
問題分析力を培うことを支援します。

●基礎を学習し、事例を学んだあとに、実際に条例作りの場面で生じる課題に
対しどのように対応するべきかを提示。初学者にも読んで頂きたい１冊！

松村享
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四日市市総務部理事
同志社大学法科大学院講師

松村 享 著 A5判・178頁　定価：本体2,500円+税

自治体職員向けの条例作りの技術的手法の解説、
憲法・行政法・判例の解説を一冊に完結！

自治体法務部門の職員の条例の制定・運用能力の向上を、

憲法適合性の観点から支援！
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＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
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＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

お客様の個人情報の
取扱いについて

平成　　　　年　　　　月　　　　日

目 次
はじめに

第1章　法の基礎を学ぶ 
1　法治主義（法律による行政の
原理）

2　立法とは
3　法の強要性
4　法律適格性 
⑴ 個別的法律（処分的法律）の法
律適格性 

⑵ 基本法の法律適格性
5　法律・条例の機能
6　行政機関による法の制定─行
政立法─
①政令：内閣が制定する命令（日本
国憲法73条6号） ／②省令：各省大
臣が制定する命令（国家行政組織
法12条）

7　法の効力関係
①後法優位の原則（新法優先の原
則）／②特別法優位の原則

第2章　自治体立法
1　自治体立法の種類
⑴ 条例の意義 
⑵ 規則
①知事、市町村長の定める規則／
②規則の所管事項／③規則制定権
の限界／④規則の罰則／⑤規則の
制定改廃手続／⑥規則の効力／⑦
自治体の委員会・委員の定める規
則

2　条例制定権
⑴ 必要的条例事項と任意的条例
事項

3　条例の分類
⑴ 法律施行条例と自主条例
⑵ 基本（理念）条例と実体的条例
①基本（理念）条例／②実体的条例

第3章　条例等の制定・改正
の手続と基本構成

1　条例案の議会への上程
⑴ 条例案の提案権

⑵ 予算を伴う条例案
①予算措置はあるが、条例が制定
されていない場合／②条例は制定
されているが、予算措置がない場
合

2　専決処分による制定・改正
3　条例・規則の基本構成
⑴ 総則的規定
⑵ 実体的規定
⑶ 雑則的規定
⑷ 罰則規定
⑸ 附則
4　条例の改正方法
⑴ 改め文方式と新旧対照表方式
について

⑵ 改め文方式と新旧対照表方式
のメリット・デメリット
①改め文方式について／②新旧対
照表方式について

第4章　法律・条例による権利・
利益の調整の仕組み

1　行政処分
⑴ 法律行為的行政処分
①命令的行政処分／②形成的行政
処分

⑵ 準法律行為的行政処分
2　行政処分の附款
⑴ 附款の種類
①条件／②期限／③負担／④撤回
権の留保／⑤法律効果の一部除外

3　行政調査
⑴ 目的による分類
⑵ 強制力の有無による分類
①任意調査／②強制力のある調査

⑴ 法令上の根拠及び限界
⑵ 行政調査と令状主義
4　条例の実効性確保
⑴ 行政命令（下命又は禁止）
⑵ 許認可の撤回
⑶ 公表
⑷ 行政権限の融合（行政サービ
スの拒否等）

⑸ 経済的ディスインセンティブ 
⑹ 行政命令の強制的実現

5　条例における罰則規定
⑴ 行政刑罰
⑵ 過料
6 　誘導的手法
⑴ 行政指導
⑵ 経済的インセンティブ
⑶ 表彰制度
⑷ 活動の公的権威付け
⑸ 協定

第5章　自治立法の限界
1　一般的な条例の効力範囲
⑴ 法令等の施行期間
⑵ 法令等の廃止
⑶ 不遡及の原則
2　人に関する効力範囲
3　場所に対する効力範囲

第6章　憲法基本理念と条例
制定権

1　基本理念
⑴ 立憲主義
⑵ 財政立憲主義（財政国会中心
主義）

⑶ 罪刑法定主義
2　人権の概要
⑴ 憲法の基本原理と人権
⑵ 人権制約の可能性
⑶ 人権の分類
①包括的基本権（包括的自由権・幸
福追求権）／②法の下の平等（日本
国憲法14条）／③精神的自由権／
④経済的自由権／⑤人身の自由／
⑥適正手続の保障／⑦国務請求権

 　
第7章　条例の憲法適合性に

ついての審査基準
1　二重の基準論
⑴ 精神的自由との関係（日本国
憲法21条等）

⑵ 経済的自由との関係（日本国
憲法29条）

2　三段階審査説 
⑴ 審査の流れ

⑵ 審査基準 
①厳格な審査基準／②厳格な合理
性の基準／③合理性の基準

⑶ 精神的自由に関する審査基準
①LRA／②明白かつ現在の危険／
③検閲の禁止／④明確性の理論

第8章　条例制定権と法律
1　条例と法律との関係
⑴ 条例の分類
①法律に基づかない条例／②法律
に基づく条例

2　判例の状況
3　4つの判断基準

第9章　条例立案の流れ
1　条例と立法事実
2　条例の仕組みの検討
3　義務履行の確保
4　法律の合憲性・適法性の審査
5　条例立案の全体像
6　条例の具体的な検証
⑴ 立法事実の確定
⑵ 規制手段の選択
⑶ 義務履行の確保
⑷ 合憲性・法律適合性について
の審査
①合憲性審査／②法律適合性審査

第10章　実践編─具体的課
題を考える─

1　基本編
2　応用編─司法試験の問題から
具体的に考える─

⑴ 検討事案
⑵ 問題の検討
①検討のポイント／②法律と条例
の規制内容／③法律と条例の抵触
性の判断／④設問についての考え
方／⑤まとめ

文献目録
あとがき
著者紹介

DH19990309
長方形


	front
	back0

